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通貨政策、囚人、脆弱な警察力、カルカッタによる放置に不満を募らせた
シンガポールの商人は、1857年に英国王室の直轄統治を請願しました。そ
の願いは、1866年海峡植民地法（Straits Settlements Act 1866）に基づき、
1867年4月1日に海峡植民地が直轄植民地となったことで実現しました。植
民地は総督によって統治され、官吏から成る行政評議会と立法評議会が
置かれました。立法評議会では官吏がわずかな過半数を占め、1869年から
の初のアジア系議員である胡亜基（Hoo Ah Kay）を含む非官選議員が商業
界の声を代弁しました。植民地の立法は、1871年の刑法典に始まる英領イ
ンドから取り入れた刑事法典と、民事・商事の分野における英国のコモ
ン・ローおよび商事法を組み合わせたもので、破産、動産抵当証書、会社
に関する条例がこれを補いました。1868年に設置され1873年に上訴管轄権
を与えられた海峡植民地最高法院は、ロンドンの枢密院、成長する法曹、
そして1899年から通貨委員会が発行した英ポンドに裏付けられたドルとと
もに、商人と銀行が信頼する法的・通貨的インフラを植民地にもたらしま
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した。このインフラによって、法は植民地シンガポールの商業的資産とな
りました。ただし、それは非民主的な植民地秩序の上に成り立っており、
その特徴の一部は独立国家にも引き継がれました。
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